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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第37期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３ 第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 連結子会社であった株式会社マッチングシステムズは平成16年３月に清算手続きを結了し、平成16年３月期末には子会

社が存在していないため、連結損益計算書及び連結剰余金計算書並びに連結キャッシュ・フロー計算書は作成しており

ますが、連結貸借対照表は作成しておりません。 

また、同様の理由により、従業員数を記載しておりません。 

５ 第39期、第40期および第41期については、連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。 

 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 （千円） 4,677,141 4,734,953 － － －

経常利益 （千円） 119,776 519,342 － － －

当期純利益又は当期
純損失（△） 

（千円） △8,103 261,759 － － －

純資産額 （千円） 2,639,815 － － － －

総資産額 （千円） 9,915,669 － － － －

１株当たり純資産額 （円） 430.74 － － － －

１株当たり当期純利
益又は当期純損失
（△） 

（円） △1.32 38.99 － － －

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 26.6 － － － －

自己資本利益率 （％） △0.3 － － － －

株価収益率 （倍） － 10.85 － － －

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） 299,640 808,567 － － －

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） △87,246 △68,409 － － －

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） △444,089 △655,727 － － －

現金及び現金同等物
の期末残高 

（千円） 959,207 1,027,553 － － －

従業員数 
（外、平均臨時雇用
者数） 

（名） 
114 

（143）
－

－
（－）

－ 
（－）

－
（－）



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第39期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、期中平均株価が新株引受権の行使価格より低く、１株当たり当期純

利益が希薄化しないため記載しておりません。 

 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 （千円） 4,677,141 4,734,953 4,512,819 4,620,629 4,537,450

経常利益 （千円） 284,374 519,342 504,112 631,885 485,400

当期純利益又は当期
純損失（△） 

（千円） △8,103 261,759 279,656 260,202 233,491

持分法を適用した場
合の投資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,026,602 1,026,602 1,026,602 1,088,862 1,306,842

発行済株式総数 （株） 6,128,507 6,128,507 6,128,507 12,823,014 13,741,014

純資産額 （千円） 2,639,815 2,817,889 2,983,330 3,238,923 3,689,880

総資産額 （千円） 9,889,691 9,664,036 11,523,554 10,781,190 10,938,671

１株当たり純資産額 （円） 430.74 460.16 487.17 252.80 268.76

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間
配当額） 

（円） 
（円） 

15 
（－）

15
（－）

15
（－）

10 
（－）

7.5
（－）

１株当たり当期純利
益又は当期純損失
（△） 

（円） △1.32 38.99 41.26 18.70 17.25

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益 

（円） － － － 18.52 17.24

自己資本比率 （％） 26.7 29.2 25.9 30.0 33.7

自己資本利益率 （％） △0.3 9.6 9.6 8.4 6.7

株価収益率 （倍） － 10.85 11.92 27.59 17.27

配当性向 （％） － 35.1 32.8 49.2 43.4

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） － － △249,172 1,075,547 857,143

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） － － △310,773 △376,038 △1,830,964

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） － － 1,542,309 △1,026,230 396,939

現金及び現金同等物
の期末残高 

（千円） － － 2,002,492 1,675,865 1,098,987

従業員数 
（外、平均臨時雇用
者数） 

（名） 
114 

    (143) 
117

    (129) 
114
(113) 

114 
（100）

118
（112）



３ 第37期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

４ 第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 第37期及び第38期の「営業活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」、「財務活動に

よるキャッシュ・フロー」及び「現金及び現金同等物の期末残高」は、連結財務諸表を作成しているため、記載してお

りません。 

６ 「持分法を適用した場合の投資利益」については、第39期、第40期および第41期は、子会社及び関連会社がないため、

第37期及び第38期は連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

７ 平成17年9月22日付で、株式1株につき2株の株式分割を行っております。 

８ 第40期の1株当たりの配当金には、創立４０周年記念配当2円50銭を含んでおります。 

  



２【沿革】 

 

年月 変遷の内容

昭和41年12月 ダイレクトメールの発送代行を目的として、東京都杉並区に日本ホームサービス株式会社を設

立。 

昭和48年12月 日本ホームサービス株式会社よりニチリョク総業株式会社に社名変更。 

昭和55年２月 墓石の販売・施工業を開始。 

昭和58年11月 多摩聖地霊園販売開始。 

昭和59年４月 森林公園むさしの浄苑販売開始。 

昭和62年１月 ニチリョク総業株式会社より株式会社ニチリョクに社名変更。 

昭和62年４月 鹿児島県鹿児島市に鹿児島営業所（現支店）を設置。 

昭和62年４月 谷山御所霊園販売開始。 

昭和63年４月 比叡山延暦寺大霊園販売開始。 

平成元年８月 東京都西多摩郡日の出町に日の出工場を設置。 

平成２年６月 千葉県松戸市に松戸営業所（現東葛支店）を設置。 

平成２年７月 三浦霊園販売開始。 

平成５年３月 取手メモリアルパーク販売開始。 

平成５年７月 神奈川県横浜市に横浜営業所（現支店）を設置。 

平成５年７月 緑が丘浄苑販売開始。 

平成５年８月 新所沢メモリアルパーク販売開始。 

平成６年５月 千葉ニュータウン霊園販売開始。 

平成６年10月 埼玉県浦和市に浦和営業所（現支店）を設置。 

平成６年12月 白岡霊園販売開始。 

平成７年８月 山の手浄苑販売開始。 

平成７年８月 東京都町田市に町田営業所を設置。 

平成７年９月 町田メモリアルパーク販売開始。 

平成８年２月 東京都世田谷区に山の手支店を設置。 

平成８年２月 埼玉県朝霞市に朝霞支店を設置。 

平成８年２月 東京都杉並区に本社新社屋を竣工。 

平成９年３月 朝霞東霊園販売開始。 

平成９年６月 せたがや浄苑販売開始。 

平成９年12月 西日暮里道灌山霊園販売開始。 

平成10年２月 日本証券業協会より店頭登録銘柄として承認を受け株式公開。 

平成10年９月 赤塚霊園販売開始。 

平成10年９月 浦和霊園販売開始。 

平成12年１月 市川聖地霊園販売開始。 

平成12年５月 東京都杉並区に愛彩花事業本部（葬祭部門）を設置。 

平成12年６月 高島平霊園販売開始。 

平成12年９月 東京都豊島区にお互い様ねっとわーく本部（現愛彩花倶楽部）を設置。 

平成13年１月 横浜聖地霊園販売開始。 

平成13年２月 神奈川県横浜市に横浜中央支店を設置（町田支店の業務を移管）。 

平成13年３月 高島平会館を竣工。 

平成14年５月 株式会社マッチングシステムズを設立。 

平成16年３月 株式会社マッチングシステムズ清算。 



 

年月 変遷の内容

平成16年12月 

平成17年１月 

  

平成17年２月 

平成17年３月 

平成18年４月 

日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

（財）霊園開発協会「かごしま陵苑（鹿児島市谷山）」販売開始、及び神奈川県横浜市に 

関内支店を設置 

宗教法人 法國寺「関内陵苑（横浜市中区）」予約販売開始 

東京都福生市に多摩支店を設置（山の手支店の業務を移管） 

株式会社サン・ライフとの業務提携・資本提携の基本合意 

宗教法人法國寺「関内陵苑（横浜市中区）」開苑 



３【事業の内容】 

 当社は総合供養産業として一般顧客を対象とした霊園事業・堂内陵墓事業及び葬祭事業を主要な事業内容としております。 

  

 
  

(1）霊園事業 

 各支店及び霊園管理事務所で販売を行い、業務部において墓石工事を行っております。なお、墓石は当社の仕様に基づいて

仕入先で加工したものを仕入れ、設置・組立工事は業務部の監理のもとで主として外注先が行っております。また、墓地（永

代使用権）の販売については、宗教法人等に代わって一般顧客に直接販売を行っております。 

 これらの主な流れを系統図で示すと以下のとおりであります。 

  

 

  

（注）１ 顧客がお墓を購入する場合、墓地（永代使用権）の購入と墓石の建立が必要となります。 

この場合、墓地だけを購入するケースと墓地購入と墓石建立を同時に行うケースの２つに大別されます。従って、

受注も上記２ケースに分かれます。 

なお、上記の系統図の「永代使用権の仕入」については、当社の在庫している永代使用権を含んでおります。当社

が仕入れた若しくは在庫している永代使用権は墓地の販売契約（受注）時に未成工事支出金に振替えております。 

２ 当社の主な収入源は、墓地墓石の販売によっております。また、墓参において、墓石は必要不可欠なものであり、

墓地の販売は、墓石を販売する一過程であるという認識の下、墓石完成（外柵のみの完成も含む）時点で、墓地・

墓石の売上を計上しております。 

なお、永代使用権購入時の顧客との契約により、外柵工事及び墓石工事について工事期間が設定されております。

外柵工事については、① 永代使用権購入時に同時に行うもの、② 永代使用権購入後１年、３年及び10年以内に

行うもの、③ 期限がないものに分類され、墓石工事については、① 永代使用権購入時に同時に行うもの、② 

永代使用権購入後２年、３年、５年及び10年以内に行うもの、③ 期限がないものに分類されます。 

そのため、墓地の販売契約締結時期と墓石完成（外柵のみの完成も含む）による売上計上時期が乖離することがあ

ります。 

 



 霊園の経営については、「墓地、埋葬等に関する法律」により、都道府県知事が許可をすることとされております。 

 同法上、営利法人が霊園の経営を行えないという規定はありませんが、昭和46年５月14日環衛第78号において、霊園の経

営許可は、霊園経営の「永続性」「非営利性」「必要性」という観点から、原則として地方自治体が行うものとし、これに

より難い場合でも宗教法人、公益法人（以下宗教法人等という）に限るとされました。それ以後、行政上、宗教法人等に

限って霊園経営が許可されております。従って、当社は、霊園経営者である宗教法人等と霊園の開発、あるいは、販売に関

する「業務提携契約」を締結し、当該契約に基づき墓地・墓石の販売、施工を行っております。 

 霊園の開発に当たっては、霊園経営主体である宗教法人等との業務提携契約に基づき、霊園開発協力金及び貸付金（用地

取得代金、造成費用、近隣対策費用等）を当社より地権者及び開発業者等に直接支出しており、霊園開発終了後に宗教法人

等から仕入れる永代使用権の購入資金と相殺し、資金回収を行うと同時に、確定した永代使用権購入金額の不足分支払いの

ために、宗教法人等に対して追加支出を行っております。これらの開発資金については、主に銀行からの借入金で賄ってお

ります。 

 一方、当社が霊園の開発に直接関わっていない場合に、宗教法人等に対して、差入保証金のほか、開発資金の借入に対す

る債務保証を行っております。 

  

(2）堂内陵墓事業 

 宗教法人等と提携し、堂内陵墓の企画開発・建造・販売・管理まで一貫して行っております。堂内陵墓事業は平成11年４月

より開始いたしました。堂内陵墓とは、今までの屋内墓地や納骨堂の常識を全く変えた室内墓地です。一般的な納骨堂はロッ

カーの中に位牌や骨壷があり、それに対して参拝します。これに対し堂内陵墓は、骨壷が入った厨子に戒名などの文字を刻ん

だ銘板を前面に取り付け、それを棚に保管し、参拝者が各自の参拝カードを礼拝所にある機械に差し込む（又は翳す）とリフ

トが厨子を取りに行き、厨子は墓石形状の枠の中に移動します。厨子と墓石が一体となり、お墓のような外観になり参拝でき

るようになっております。 

 なお、堂内陵墓の販売に関しては、墓石販売がなく、経営主体である宗教法人或いは財団法人からその販売を受託し、堂内

陵墓の使用者の募集代行業務を行うため、堂内陵墓使用契約が締結され、契約者からの入金があった時点で手数料売上を計上

しております。 

 また現状堂内陵墓の建設資金は経営主体である宗教法人等が借入によって賄っており当社がその債務保証を行っておりま

す。 

 堂内陵墓としては、第一号の「本郷陵苑（東京都文京区）」が平成16年６月に完売後、現在第二号「かごしま陵苑(鹿児島市

谷山)」（平成17年１月完成）、第三号「関内陵苑(横浜市中区)」の販売（平成18年４月完成）を行っており,現在第四号案件

を建設工事中（平成20年2月完成予定）であります。今後、首都圏・関西圏を中心に年間２箇所づつ販売受託すべく、関係寺院

数カ寺と計画を進めております。ただ、関係寺院の同意を経て計画より堂内陵墓完成まで２年近く要する為、綿密な調査と計

画が肝要との自覚を持って進めております。 

 堂内陵墓の特徴は、平均価格７０万円という低廉且つ近代的設備を備えた全く新しいお墓の形態 －お墓・本堂・斎場・会

食室・庫裏・無償戒名授与等供養の全てをパック－ であり、ターミナル駅から徒歩圏内と好立地を兼ね備えておりますので

消費者に高い評価を受け、販売は好調に推移しております。 

  

(3）葬祭事業 

 平成12年6月に本格稼動した葬祭事業は、当初より生花祭壇葬専門の葬儀社として消費者に認知を図ってまいりました。葬儀

屋任せのお仕着せの葬儀ではなく、自分らしい送られ方をしたいというニーズが年々高まっております。当社の生花祭壇葬

「愛彩花」は、そうした顧客ニーズにマッチするものであります。生花祭壇こそ、ご遺族の心を癒すと共にご会葬者の方々に

感銘・感動を与えることができるとのコンセプトの下、自社開発の生花祭壇システムによって祭壇制作を内製化し、コストダ

ウンを実現し、73.5万円からの生花祭壇葬（葬儀一式）を実現しました。 

  

  

  



４【関係会社の状況】 

  該当事項はありません。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

  

    平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

118（112） 41.7 6.05 5,334 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

（１）業績 

      当事業年度におけるわが国経済は、踊り場を脱し、企業体質の改善に加え技術革新、経営革新により着実な回復軌道に

乗っており、個人消費並びに雇用環境に関しては堅調をもたらしています。一方では原材料高の高止まり、日本銀行による

金融政策の転換も加わり、なお予断を許さない状況下にあります。 供養産業におきましては、依然として消費者の購買意

欲の低下、それに伴う同業他社との競争激化による顧客単価の下落という厳しい状況下において、引き続き営業効率の見直

しを行うとともに、ビジネスモデルの大幅な変更、即ち外墓地である霊園事業から、供養を全てパックした堂内陵墓事業へ

の展開を図るとともに、愛彩花倶楽部会員獲得に積極的に取り組み、葬儀見込み顧客の囲い込みを進めました。 

     一方、昨年の横浜市営新設霊園の販売（昨秋と今秋の2期に分け7,500区画販売）により、関内陵苑購入顧客層が市営霊園

に流れたことにより、前事業年度に比して販売手数料収入が減少いたしました。 

     以上の結果、当期業績は、売上高４５億３千７百万円（前年同期比1.8％減）、経常利益４億８千５百万円（同23.2％

減）、当期純利益２億３千３百万円（同10.3％減）となりました。 

  
各部門の状況 

 ＜霊園事業部門＞ 

 従来式の屋外墓地につきましては、引き続き買い控え、および小規模傾向が続く環境下にはあるものの、営業努力により受

注は、ほぼ前事業年度の水準を維持したため、売上高は３１億４千万円（前年同期比0.6％減）となりました。 

  

 ＜堂内陵墓事業部門＞ 

堂内陵墓第三号の「関内陵苑(横浜市中区)」の販売手数料収入は、昨年4月28日の完成後も相変わらず顧客からの好反響・支

持を受けてはおりますが、横浜市営新設霊園の販売もあり、完成前の予約販売時の爆発的な販売実績に比して減少しておりま

す。 

売上高としましては、７億４千万円（前年同期比15.7％減）となっております。       

  

 ＜葬祭事業部門＞ 

 関内陵苑の完成もあり愛彩花倶楽部会員数の順調な増加により、葬儀施行件数３８０件（前年同期比16.5％増）が順調に伸

びたことに加え、昨年7月にオープンした現代の住環境に適した家具調モダン仏壇仏具専門店の「愛彩花ギャラリー」の売上も

貢献し、葬儀の地味化傾向からの施行単価の下落を補い、売上高６億５千６百万円（前年同期比12.1％増）となっておりま

す。   

（２）キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における当社の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、主にサン・ライフ社との資本提携に係る投資有

価証券の取得および霊園開発による支出がありましたが、一方では株式発行ならびに営業収入もあり、前事業年度末に比し

て、5億7千6百万円減少し、当事業年度末は10億9千8百万円となりました。 

  

   (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

    当事業年度における営業活動の結果、得られた資金は8億5千7百万円（前年同期は10億7千5百万円の獲得）となりました。 

  

   (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

    当事業年度における投資活動の結果、使用した資金は18億3千万円（前年同期は3億7千6百万円の使用）となりました。 

これは、主として投資有価証券の取得と霊園開発資金の支出によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度における財務活動の結果、得られた資金は3億9千6百万円（前年同期は10億2千6百万円の使用）となりました。 

これは、主として株式発行による収入であります。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

1.生産実績 

 当事業年度における生産実績を事業の種類別ごとに示すと、次のとおりであります。 

(千円未満切捨) 

(注) 1.上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2.宗教法人興安寺本郷陵苑は平成１６年６月完売しております。 

3.金額は販売価格により表示しております。 

  

 

事業の種類別の名称 金   額 前年同期比（％）

霊園事業 

霊 
  
園 
  
別 

横浜聖地霊園 1,123,060 132.9

高島平霊園 543,911 85.2

白岡霊園 274,198 108.6

市川聖地霊園 202,091 67.1

取手メモリアルパーク 212,919 84.1

谷山御所霊園 147,900 74.4

浦和霊園 106,397 53.7

比叡山延暦寺大霊園 84,354 107.5

千葉ニュータウン霊園 71,492 185.9

むさしの浄苑 68,607 127.1

その他 156,933 63.0

小 計 2,991,867 96.3

堂内陵墓事業 

  宗教法人法國寺 関内陵苑 673,720 85.1

  （財）霊園開発協会 かごしま陵苑 67,015 79.0

  宗教法人興安寺 本郷陵苑 260 10.5

  小 計 740,996 84.3

葬祭事業 656,874 112.1

合  計 4,389,737 96.0



2.受注状況 

 当事業年度における受注状況を事業の種類別ごとに示すと、次のとおりであります。 

(千円未満切捨)  

(注) 1.上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2.宗教法人興安寺本郷陵苑は平成１６年６月完売しております。 

  

 

事業の種類別の名称 受 注 高
前年同期比

(％) 
受 注 残 高

前年同期比 
(％) 

霊園事業 

霊 
  
園 
  
別 

横浜聖地霊園 1,158,311 138.4 170,957 89.9

高島平霊園 571,066 90.3 119,964 104.5

白岡霊園 229,372 95.0 11,302 41.5

市川聖地霊園 238,814 80.7 32,534 215.1

取手メモリアルパーク 213,149 83.0 26,514 98.7

谷山御所霊園 146,296 72.1 128,009 93.9

浦和霊園 106,100 55.5 15,763 119.0

比叡山延暦寺大霊園 79,264 128.9 67,246 90.9

千葉ニュータウン霊園 69,275 150.4 4,340 60.9

むさしの浄苑 67,773 123.5 2,517 49.1

その他 236,315 94.3 73,265 108.9

小 計 3,115,739 101.5 652,413 96.3

堂内陵墓事業 

  宗教法人法國寺 関内陵苑 603,220 70.3 17,098 19.6

  （財）霊園開発協会 かごしま陵苑 67,020 78.7 660 101.5

  宗教法人 興安寺 本郷陵苑 214 13.0 1,216 100.0

  小 計 670,454 71.0 18,974 21.3

葬祭事業 656,874 112.1 － －

合  計 4,443,068 96.6 671,388 87.6



3.販売実績 

 当事業年度における販売実績を事業の種類別ごとに示すと、次のとおりであります。 

(千円未満切捨) 

(注) 1.上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2.堂内陵墓事業は、販売に関わる受取手数料等であります。 

3.宗教法人興安寺本郷陵苑は平成１６年６月完売しております。 

  

３【対処すべき課題】 

 霊園事業につきましては、高齢者の増加に伴い、潜在需要はますます増加していくことは疑いのないところであります。しかし

ながら当社の顧客層の中心である中高年層の将来不安は拭えないこと、及び戦後教育を受けた世代のお墓に対する考え方の変化か

ら「墓地は屋外」とのこだわりは少なくなってきております。従って、現状では霊園の自社開発は既存霊園の増設と１０年程前に

取得済みの土地１ヶ所の開発を予定し、今後は堂内陵墓事業と葬祭事業に注力してまいる所存です。 

 堂内陵墓事業につきましては、今後、毎年２ヶ所の販売受託（１ヶ所の販売予定期間5～7年）をすべく、現在、首都圏・関西圏

を中心に関係寺院数ヵ寺と計画を進めております。ただ、関係寺院の同意を経て、計画より販売開始まで２年近く要する為、綿密

な調査と計画が肝要との自覚を持って進めております。計画通りに進むと５年後には１０ヶ所、販売手数料収入年間５０億円を見

込んでおります。 

 葬祭事業につきましては、その事業（受注）拡大には生前予約を取りつけることが不可欠であり、生前予約システム「愛彩花倶

楽部」の会員獲得に注力します。特に、堂内陵墓は斎場も併設しますので、堂内陵墓契約者の９０％以上の方が入会されます。そ

の結果、会員数は当期だけで2,306名増加し、累積会員数は14,797名に達しております。葬儀の業績は7年前の葬祭事業開始時売上

高に比べ約7倍となっているのは、愛彩花倶楽部の会員増加によるところが多く、会員募集活動如何が葬儀の業績を左右することに

なりますので、今後も積極的に会員募集を進め当社事業の中核を担うべく注力して参ります。 

 

事業の種類別の名称 金   額 前年同期比（％）

霊園事業 

霊 
  
園 
  
別 

横浜聖地霊園 1,177,477 141.1

高島平霊園 565,873 89.3

白岡霊園 257,745 105.7

市川聖地霊園 221,402 70.0

取手メモリアルパーク 213,487 80.7

谷山御所霊園 154,524 72.8

浦和霊園 103,581 50.2

比叡山延暦寺大霊園 85,935 102.6

千葉ニュータウン霊園 72,061 155.8

むさしの浄苑 70,375 130.4

その他 217,783 82.7

小 計 3,140,247 99.4

堂内陵墓事業 

  宗教法人法國寺 関内陵苑 673,104 85.1

  （財）霊園開発協会 かごしま陵苑 67,010 79.0

  宗教法人興安寺 本郷陵苑 214 8.9

  小 計 740,329 84.3

葬祭事業 656,874 112.1

合  計 4,537,450 98.2



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業展開上、リスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。なお、当社

は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存でありますが、当社株式に

関する投資判断は、本項及び本書中の本項目以外の記載内容も併せて、慎重に判断した上で行われる必要があると考えておりま

す。 

 また、以下の記載は、当社株式への投資に関連するリスクをすべて網羅するものではありませんので、この点ご留意くださ

い。 

 文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

１．総合メモリアル事業 

(1)霊園事業部門（屋外墓地形式） 

 霊園事業において考えられる主なリスクは次のとおりです。 

① 景気変動 

 当社の顧客は半数が寿陵（生前に買うお墓）であります。従って、先行き不透明な経済状況下においては、不急の商品

として買い控え対象になる可能性があります。 

② 法令改正 

 墓地埋葬等に関する法律や建築基準法、都道府県条令などに従い霊園開発の認可は行われます。従って、これら法律・

法令の改正は霊園開発の進捗に大きく影響します。場合によっては、開発が不可能になることも考えられます。また、墓

地・納骨堂経営は宗教法人等非営利法人に限るとし、また許可制であるがゆえ、許可取得・建設・販売開始までに数年を

要することが一般的です。そのため、開発当初認識していた様々な条件が経済環境の変化や開発霊園を取り巻く環境変化

に影響され、販売開始時には当初の予定より売上高や利益が見込めなくなる可能性があります。現在進行中の案件につい

てはそうした可能性はないと認識しております。 

③ 為替変動 

 当社の販売する墓石は、ほぼ100％米ドル建てで主に中国より仕入れております。為替の変動が、仕入原価に影響するこ

とになります。 

④ 開発資金の回収可能性 

 霊園の開発には通常20～40億円の資金が必要となります。複数案件が重なったり、既存霊園の販売が芳しくない場合な

どにおいて、十分な資金が調達できない可能性もあります。その場合、やむを得ず開発を断念し、一部先行して支出して

いた開発関連資金が損失計上されることもあります。 

 なお、通常、開発した霊園の販売完了には5～10年を要します。宗教法人との契約内容によって、販売したか否かに関係

なく、永代使用権を一括してあるいは分割して仕入れることがあります。この場合、開発資金の回収と同時に永代使用権

が在庫として貸借対照表に計上されます。その在庫は、販売するに伴って減少していきますが、未販売部分は販売期間で

ある5～10年の間、在庫として残ることになります。 

⑤ 地域住民の反対 

 上記の開発資金の調達と同じく、霊園開発申請段階において地域住民の反対により、開発を断念せざるを得ない場合が

あります。その場合、将来の売上計画に大きな影響を与える可能性があります。 

(2)堂内陵墓事業部門（堂内墓地形式） 

 堂内陵墓事業におけるリスクは上述の屋外墓地形式と概ね同等でありますが、特徴は次のとおりであります。 

① 次の開発案件 

 本事業年度の利益に対する堂内陵墓の貢献は大きなものでした。第一号の本郷陵苑(東京都文京区)も平成16年6月には完

売し、本郷陵苑に続き平成17年1月に第二号「かごしま陵苑(鹿児島市谷山)」完成、及び第三号「関内陵苑(横浜市中区)」

（平成18年4月完成・開苑）の販売を致しております。現在第四号案件の建設工事中であります。今後とも首都圏・関西圏

を中心に年2カ所程度のペースで堂内陵墓の開発を進めていく予定でおります。しかしながら、これら開発案件は、関係寺

院の同意を経て、上述の法令に従っての許可事項となりますので、計画から販売開始まで2年近くを要するため、今後許可

取得予定の堂内陵墓2カ所の完成は来期以降となる予定です。 

 



② 広告宣伝活動の性格 

 屋外墓地形式とは異なり、堂内陵墓はテレビコマーシャルや新聞広告などマス媒体を使った広告宣伝活動を行っており

ます。「本郷陵苑」、「かごしま陵苑」及び「関内陵苑」の販売好調でも消費者の認知度・信頼度が確実に上がり、堂内

陵墓の市民権は確立がなされたと考えております。しかしながら、こうした広告宣伝活動の性格上、メリハリの利いた注

目度を高める活動が必要となります。今まで培ったノウハウ・実績分析を踏まえ、効率性を重視した広告媒体の選定を

行ってまいります。 

 但し、１契約あたりの利益額が屋外墓地形式に比べて僅少なため、広告宣伝費を賄うだけの利益を生み出すには月間100

件以上の契約が必要となります。 

  

(3)葬祭事業部門 

 葬祭事業におけるリスクは次のとおりであります。 

① 困難な宣伝活動 

 葬祭事業の主な宣伝媒体は、テレビコマーシャル、テレビでの葬儀番組提供、新聞広告、インターネットであります。

こうしたマス媒体をメインとした宣伝活動はその成果が出るまでには時間がかかる上、事業の性格上、すぐに売上につな

がるものではないという性質の事業であります。その意味でコストが先行し、また、宣伝コストの評価が困難な事業であ

ると認識しております。 

 上記の宣伝活動以上に一番大きな宣伝活動は、屋外墓地形式及び堂内陵墓でご契約いただいた顧客に対する営業社員の

生花祭壇葬「愛彩花」の案内であります。当社の葬儀事業は、会員制度を採用しておりますが、霊園あるいは堂内陵墓を

ご契約いただいた方の９割以上がご入会いただいております。現在の葬儀の顧客もそのほとんどは霊園又は堂内陵墓の購

入者で占められており、霊園方式及び堂内陵墓方式の業績が葬祭事業に大きく影響を与える可能性があります。 

② 新規参入企業 

 当社も新規参入組に含まれますが、昨今、高齢社会がさらに進むことも影響し、異業種あるいはベンチャービジネスと

して葬儀業界に参入する企業が増えております。そのほとんどが価格パフォーマンスを武器として事業を展開しており、

葬儀業界も価格競争に突入してきております。さらに、家族だけでお見送りをする小規模な葬儀が増えてきており、業界

全体では葬儀１件あたりの売上高も減少の傾向にあります。この傾向は今後も継続していくものと思われますが、当社の

料金は10年後を見越した設定となっていますので、葬儀単価の大幅な下落はないものと思われます。 

  

２．その他のリスク情報 

(1）三菱東京ＵＦＪ銀行シンジケートローンの特記事項 

 下記の状況になった場合は、期限の利益を失い、一括返済しなければならないこととなっております。 

① 通常事項：会社の破産・清算等および返済を遅延した時 

② 特記事項：＜中間・本決算数値において＞ 

ａ．当社の中間決算期末又は年度決算期末の貸借対照表における純資産の部の金額が、直前の中間決算期末又は年度決算

期末の貸借対照表における純資産の部の金額又は各シンジケートローンの基準決算期末の貸借対照表における純資産の

部の金額のいずれか大きい方の75％をそれぞれ下回った時。 

ｂ．当社の中間決算期末又は年度決算期末における損益計算書における営業損益の額が２期連続してマイナスになった

時。 

ｃ．（借入金－現金預金）／純資産の部が、2.5以上になった時。ただし、保証債務は借入金に含めないものとする。 

(2)顧客上の機密保持について 

 当社の業務の性格上、顧客の機微情報に触れることが多いため、機密保持については当社社員を厳しく指導しておりま

す。今後もコンピュータシステムのセキュリティ強化、社員教育体制の構築、顧客情報に触れる業務フローの見直しを随時

行い、機密保持体制を強固なものにしてまいります。 

 万一情報漏洩が発生した場合には、顧客からクレームを受け、契約の解約あるいは損害賠償請求を受ける可能性がないと

は言い切れません。かかる場合には当社は信用を失い、また当社の事業展開あるいは財政状態は影響を受ける可能性があり

ます。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

 当社は、墓地墓石の販売、施工に当って、霊園経営者である宗教法人、財団法人等と霊園の開発、販売に関する「業務提携契

約」を締結しております。 

  

６【研究開発活動】 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

 

相手先 霊園名 契約内容 有効期間 

財団法人霊園開発協会 
谷山御所霊園 
取手メモリアルパーク 

墓地墓石の販売及び墓石の
施工 

霊園販売終了の時 

宗教法人扶桑山感応寺 千葉ニュータウン霊園 
墓地墓石の販売及び墓石の
施工、霊園管理 

墓地使用者建墓工事終了日

宗教法人西福寺 多摩聖地霊園 
墓地墓石の販売及び墓石の
施工、霊園管理 

墓地使用者建墓工事終了日

宗教法人雲泉寺 白岡霊園 
墓地墓石の販売及び墓石の
施工、霊園管理 

墓地使用者建墓工事終了日

宗教法人安養院 山の手浄苑 
墓地墓石の販売及び墓石の
施工 

墓地使用者建墓工事終了日

宗教法人大松院 浦和霊園 
墓地墓石の販売及び墓石の
施工、霊園管理 

管理業務は墓地使用者墓石
建立工事90％以上終了又
は、開園日より９年間のい
ずれか早い日 

宗教法人阿弥陀寺 市川聖地霊園 
墓地墓石の販売及び墓石の
施工、霊園管理 

墓地建立工事の全区画の
内、1,000区画分の墓石建
立工事完了迄 

宗教法人高明寺 横浜聖地霊園 
墓地墓石の販売及び墓石の
施工、霊園管理 

霊園販売終了の時 

宗教法人泉福寺 高島平霊園 
墓地墓石の販売及び墓石の
施工、霊園管理 

墓地使用者建墓工事終了日
但し管理業務は、墓地販売
終了日か平成22年６月11日
のいずれか早い日 

宗教法人崇泉寺 エターナルガーデン東山
墓地墓石の販売及び墓地の
施工 

霊園墓地第１期分の販売終
了の時 

財団法人霊園開発協会 かごしま陵苑 
堂内陵墓の募集代行及び初
年度の護持会費徴収 

堂内陵墓販売終了の時 
  

宗教法人法國寺 関内陵苑 
堂内陵墓の募集代行及び護
持会費徴収・施設管理 

堂内陵墓販売終了の時 
  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものです。 

＜財政状態の分析＞ 

（流動資産）当事業年度における流動資産の残高は53億9百万円（前年同期69億4千9百万円）となり、16億3千9百万円の減少とな

りました。 

主たる要因は、永代使用権の7億1千5百万円、現金及び預金の6億7千4百万円および完成工事未収入金1億6千1百万円の減少によ

ります。 

  

（固定資産）当事業年度における固定資産の残高は56億2千9百万円（前年同期38億3千2百万円）となり、17億9千7百万円の増加

となりました。 

主たる要因は霊園開発協力金12億9千1百万円、投資有価証券3億4千万円、長期性預金4千8百万円、保険積立金3千9百万円およ

びソフトウエア2千6百万円の増加によるものです。 

  

（流動負債）当事業年度における流動負債の残高は39億2千万円（前年同期39億4千3百万円）となり、2千3百万円の減少となりま

した。 

主たる要因は短期借入金（一年内返済予定の長期借入金を含む）の1億2千9百万円および一年内償還予定の社債1億7千万円の増

加、未払法人税等1億6千8百万円および未成工事受入金1億2千9百万円の減少によるものです。 

  

（固定負債）当事業年度における固定負債の残高は33億2千8百万円（前年同期35億9千9百万円）となり、2億7千1百万円の減少と

なりました。 

主たる要因は、社債4億5千万円の減少および長期借入金2億4千3百万円の増加によるものです。 

  

（純資産）当事業年度における純資産の残高は36億8千9百万円（前年同期32億3千8百万円）となり、4億5千万円の増加となりま

した。 

主たる要因は資本金の2億1千7百万円、資本準備金の2億1千7百万円および別途積立金の1億円の増加、有価証券評価差額5千9百

万円および繰越利益剰余金1千9百万円の減少によるものです。 

  

＜キャッシュ・フローの分析＞ 

 当事業年度における当社の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、主にサン・ライフ社との資本提携に係る投資

有価証券の取得および霊園開発による支出がありましたが、一方では株式発行ならびに営業収入もあり、前事業年度末に比

して、5億7千6百万円減少し、10億9千8百万円となりました。 

  

   (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

    当事業年度における営業活動の結果、得られた資金は8億5千7百万円（前年同期は10億7千5百万円の獲得）となりました。 

  

   (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

    当事業年度における投資活動の結果、使用した資金は18億3千万円（前年同期は3億7千6百万円の使用）となりました。 

これは、主として投資有価証券の取得と霊園開発資金の支出によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度における財務活動の結果、得られた資金は3億9千6百万円（前年同期は10億2千6百万円の使用）となりました。 

これは、主として株式発行による収入であります。 

  

 



＜経営成績の分析＞ 

 霊園事業につきましては、高齢者の増加に伴い、潜在需要はますます増加していくことは疑いのないところであります。しかしな

がら当社の顧客層の中心である中高年層の将来不安は拭えないこと、及び戦後教育を受けた世代のお墓に対する考え方の変化から

「墓地は屋外」とのこだわりは少なくなってきております。 従って、従来式の屋外墓地につきましては引き続き買い控え、および

小規模傾向が続く環境下で、当事業年度中の売上高は31億4千万円（前期比0.6％減）となりました。 

 一方、今までの屋内墓地や納骨堂の常識を全く変えた、カードを挿入する(又は翳す)と自分のお墓が出て来る全く新しい室内墓地

「堂内陵墓」を開発しました。その第一号として「本郷陵苑（東京都文京区）」の受託販売を開始し、販売終了予定日より１年半早

い平成16年6月に完売致しました。 平均価格70万円という低廉且つ近代的設備を備えた全く新しいお墓の形態－ お墓・本堂・斎

場・会食室・庫裏・無償戒名授与等、供養の全てをパック － の好調は、これが市民権を得たことの証明であります。堂内陵墓事業

の売上高(受託販売)としましては、堂内陵墓の第二号「かごしま陵苑（鹿児島市谷山）」は平成17年1月完成、第三号の「関内陵苑

（横浜市中区）」（平成18年4月完成・開苑）は顧客からの好反響・支持を受けてはおりますが、横浜市営新規霊園の販売（昨秋と今

秋の2期に分け7,500区画）で関内陵苑購入対象顧客層が市営霊園に流れたと考えられ、そのため販売手数料収入が減少し、7億4千万

円（前期比15.7％減）となっております。 

 葬祭事業につきましては、関内陵苑の開苑もあり、愛彩花倶楽部会員数の順調な増加により、葬儀施行件数が順調に増加してお

り、葬儀の地味化による施行単価の下落の要因を吸収し売上高6億5千6百万円（前期比12.1％増）となっております。   

  

 販売費および一般管理費につきましては、関内陵苑開苑に伴う人員の増加により人件費4千6百万円増加（前期比5.4％増）もあり、

7千5百万円の増加となっております。 

  

 当期の特別利益は、2千1百万円となっております。主な要因は和解合意に伴う債務の減少の2千万円であります。特別損失は、8千1

百万円となっております。主な要因は役員退職慰労金5千万円、契約解除に伴う棚卸資産処分損2千3百万円および固定資産除売却損8

百万円であります。 

  

以上の結果、税引前当期純利益が4億2千5百万円（前期比8.3％減）となりました。 

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当期中の設備投資総額は、1億1千6百万円（含、基幹会計システム構築費用）であります。 

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、次のとおりであります。 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２ 「事業所名」のその他は、下記のとおりであります。 

神奈川県横浜市旭区分は宗教法人高明寺に賃貸しており、京都府京都市伏見区分は、事業用地として先行取得したもの

であります。 

３ 支店、葬祭事業本部、及び霊園管理事務所の建物は賃借しております。 

４ 従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。 

５ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

 

      平成19年３月31日現在 

事業所名（所在地） 
事業部門別の
名称 

設備の内容 

帳簿価額（単位：千円）
従業員数
（名） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
（面積㎡） 

その他 合計 

本社（東京都杉並区） 経営管理 本社機能 87,036 4,408
209,612
(269.64)

5,775 306,832 
20
(4)

日の出工場 
（東京都西多摩郡日の出町） 

霊園事業 生産設備 20,840 1,421
280,920

(2,710.28)
132 303,314 

5
(2)

支店８件 
（神奈川県横浜市他） 

霊園及び堂内
陵墓事業 

販売業務 66,154 80 － 10,846 77,081 
65
(68)

葬祭事業本部 
（東京都杉並区） 

葬祭事業 販売業務 2,941 2,013 － 6,546 11,501 
22
(4)

高島平会館 
（東京都板橋区） 

霊園及び葬祭
事業 

その他設備 104,378 －
100,853
(686.62)

514 205,745 －

霊園管理事務所13件 
（東京都西多摩郡日の出町
他） 

霊園及び葬祭
事業 

その他設備 14,330 327
73,284

(872.13)
2,542 90,485 

6
(32)

社宅寮（東京都練馬区） 経営管理 その他設備 11,547 －
160,643
(199.54)

－ 172,191 －

その他      

（神奈川県横浜市旭区） 霊園事業 その他設備 2,036 －
147,821

(1,302.53)
－ 149,858 －

(京都府京都市伏見区)  霊園事業 その他設備 － －
39,000

(2,776.68)
－ 39,000 －

名称 数量 年間リース料（千円） リース契約残高（千円）

コンピューター（所有権移転外フ
ァイナンス・リース） 

一式 11,401 6,418 

車輌及び運搬具（所有権移転外フ
ァイナンス・リース） 

8台 9,228 24,174 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 特記すべき事項はありません。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 48,000,000 

計 48,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年3月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年6月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,741,014 13,741,014 ジャスダック証券取引所 － 

計 13,741,014 13,741,014 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 平成16年6月24日定時株主総会決議にて旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストック

オプション）は、平成18年8月31日をもって行使期間満了に伴い失効いたしました。従いまして、当事業年度末における新株

予約権に関する該当事項はございません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）1.新株予約権の行使による増加であります。 

2.平成17年9月22日に、平成17年8月10日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、所有株式数を1

株につき2株の割合をもって分割いたしました。 

3.平成18年6月16日を払込期日とする株式会社サン・ライフを割当先とした第三者割当増資（発行価格480円、資本組入額240

円）により、発行済株式数が900,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ216,000千円増加しております。 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年4月1日～
平成17年9月21日 

（注1） 
161,000 6,289,507 35,200 1,061,802 35,200 713,042

平成17年9月22日 
（注2） 

6,287,507 12,577,014 － 1,061,802 － 713,042

平成17年9月23日～
平成18年3月31日 

（注1） 
246,000 12,823,014 27,060 1,088,862 27,060 740,102

平成18年6月16日 
（注3） 

900,000 13,723,014 216,000 1,304,862 216,000 956,102

平成18年4月1日～
平成18年8月31日 

（注1） 
18,000 13,741,014 1,980 1,306,842 1,980 958,082



(5）【所有者別状況】 

（注）1.自己株式11,816株のうち、11単元は「個人その他」、816株は「単元未満株式の状況」に含まれております。 

2.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が2単元含まれております。 

  

(6）【大株主の状況】 

  

 

      平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 

（株） 政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 10 5 23 2 － 1,220 1,260 － 

所有株式数 
（単元） 

－ 1,439 14 3,130 553 － 8,586 13,722 19,014

所有株式数の
割合（％） 

－ 10.49 0.10 22.81 4.03 － 62.57 100 － 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社エムエスシー 東京都杉並区上井草1-33-5 1,656 12.05 

株式会社サン・ライフ 神奈川県平塚市馬入本町13－11 900 6.54 

佐藤 兼義 静岡県湖西市 636 4.62 

寺村 久義 東京都練馬区 525 3.82 

株式会社南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町1－1 518 3.76 

佐藤 創也 静岡県湖西市 501 3.64 

大場 俊賢 東京都中野区 441 3.20 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1－6－6 400 2.91 

バンクオブニューヨークジー
シーエムクライアントアカウ
ンツイーアイエスジー常任代
理人株式会社三菱東京ＵＦＪ
銀行 

東京都千代田区2－7－1 394 2.86 

江川 正男 東京都西東京市 332 2.41 

計 － 6,304 45.88 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注)「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の失念株式が2,000株含まれております。 

  尚、「議決権の数」欄には、当該失念株の議決権の数2個は含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。ただし「第４ 提出会社の状況、１ 株式等の状況、(2）新株予約

権の状況」に記載の通り、当事業年度末における新株予約権（ストックオプション）に関する該当事項はございません。 

  

  

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   11,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,711,000 13,709 － 

単元未満株式 普通株式   19,014 －
１単元（1,000株）未
満の株式 

発行済株式総数 13,741,014 － － 

総株主の議決権 － 13,709 － 

    平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱ニチリョク 
東京都杉並区上井
草一丁目33番５号 

11,000 － 11,000 0.08

計 － 11,000 － 11,000 0.08



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第3号に該当する普通株式の取得並びに旧商法第221条第6項の規定に基づく単元未満株式の買

取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注） 当期間における取得自己株式には、平成19年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式は含まれておりません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年7月25日）での決議状況 
（取得期間 平成18年7月26日～平成19年6月21日） 

200,000 150,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 － － 

残存決議株式の総数及び価額の総額 200,000 150,000,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 100 100 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） 100 100 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 1,175 456,350 

当期間における取得自己株式 － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他 
（－） 

－ － － －

保有自己株式数 11,816 － 11,816 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主に対し可能な限り配当し、積極的に利益還元することが責務であると認識しております。従いまして、業績の伸

長に努め、配当性向は30％以上を維持してゆくことを基本方針としております。また、利益の状況及び将来の事業展開等を勘案

して株式分割、増配なども行っていく所存であります。 

 当事業年度につきましては、上記方針に基づき１株当たり7.5円の普通配当を実施することを決定いたしました。内部留保資金

は経営体質の一層の充実並びに将来の事業展開に役立てることといたしました。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年9月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対

し、会社法第454条第5項に定める剰余金の中間配当をすることができる。」旨を定めております。剰余金の配当の決定機関は、

期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 1.最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会公

表の株価によるものであります。なお、第39期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会公表の株価によ

るものであります。 

     2.＊印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

決議年月日 配当金の総額（千円） 1株当たり配当額（円） 

平成19年6月22日 定時株主総会 102,968 7.5 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 420 495 523
855

＊650 
549 

最低（円） 215 265 ※388
478

＊375 
280 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 380 350 310 310 302 302 

最低（円） 330 306 280 290 285 285 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役
社長 

社長執行役員
兼企画開発本
部長 

寺村 久義 昭和15年４月13日生

昭和38年４月 寺村鉄工株式会社入社 

昭和41年12月 日本ホームサービス株式会社設

立 

（現在の株式会社ニチリョク） 

代表取締役社長就任 

昭和43年11月 株式会社稲通設立 

（現在の株式会社エムエスシ

ー） 

代表取締役社長就任（現任） 

平成14年５月 株式会社マッチングシステムズ

設立 

代表取締役社長就任 

平成16年２月 代表取締役社長兼社長執行役員

兼堂内陵墓事業本部長就任 

平成18年５月 代表取締役社長兼社長執行役員

兼葬祭事業本部長就任 

平成19年１月 代表取締役社長兼社長執行役員

兼企画開発本部長就任（現任） 

（注）6 525

専務取締役 
専務執行役員
兼葬祭事業本
部長 

寺村 公陽 昭和39年５月20日生

平成元年１月 中央新光監査法人入所 

平成３年８月 当社入社 

平成４年12月 経営管理室長 

平成６年６月 取締役経営管理室長就任 

平成12年５月 取締役愛彩花事業本部長就任 

平成13年６月 常務取締役愛彩花事業本部長就

任 

平成14年５月 常務取締役 

株式会社マッチングシステムズ

取締役就任 

平成16年２月 専務取締役兼専務執行役員兼経

営管理本部長就任 

平成17年６月 専務取締役兼専務執行役員兼企

画開発本部長兼経営戦略部長就

任 

平成19年１月 専務取締役兼専務執行役員兼葬

祭事業本部長就任（現任） 

（注）6 63

常務取締役 

常務執行役員
兼経営管理本
部長兼経営統
括部長 

矢田 欣也 昭和26年７月30日生

昭和50年４月 日商岩井株式会社（現双日）入

社 

平成15年４月 日商岩井株式会社 

管理ユニット財務部長 

平成16年７月 当社入社 執行役員兼経営統括

部長就任 

平成17年６月 常務取締役兼常務執行役員兼経

営管理本部長兼経営統括部長就

任（現任） 

（注）6 10



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 
上席執行役員
兼霊園事業本
部長 

藤井 昇 昭和35年７月19日生

平成６年４月 地業建設株式会社入社 

平成７年２月 当社入社営業 

平成11年３月 浦和支店長代理 

平成11年10月 浦和支店長 

平成14年６月 取締役浦和支店長就任 

平成14年７月 取締役霊園事業本部長代行就任 

平成15年４月 取締役霊園事業本部長代行兼横

浜支店長就任 

平成16年２月 取締役兼上席執行役員兼霊園事

業本部長兼浦和支店長就任 

平成18年10月 取締役兼上席執行役員兼霊園事

業本部長就任（現任） 

（注）6 25

取締役 

上席執行役員
兼堂内陵墓事
業本部長兼企
画開発本部開
発部長 

伊坂 敏雄 昭和23年10月27日生

昭和42年４月 株式会社サン・モリッヅ入社 

平成４年９月 医療法人新光会入職 

平成11年11月 当社入社 社長室長 

平成12年４月 横浜支店長 

平成13年８月 山の手支店長 

平成16年２月 執行役員経営管理本部開発部長 

平成17年６月 同企画開発本部開発部長 

平成18年５月 執行役員堂内陵墓事業本部長兼

企画開発本部開発部長就任 

平成18年６月 取締役兼上席執行役員兼堂内陵

墓事業本部長兼企画開発本部開

発部長（現任） 

（注）6 10

取締役   大場 俊賢 昭和17年６月26日生

昭和40年４月 松下電器産業株式会社入社 

昭和49年９月 株式会社ミカシワ代表取締役就

任（現任） 

昭和49年11月 当社取締役就任（現任） 

（注）6 441

取締役   竹内 惠司 昭和11年３月12日生

昭和35年４月 群馬大学医学部付属病院放射線

科勤務 

昭和36年４月 医療法人倉田会倉田病院勤務 

昭和40年８月 サカエヤを株式会社化代表取締

役社長就任 

昭和45年12月 株式会社神奈川県冠婚葬祭サー

ビスセンター（現株式会社サ

ン・ライフ）設立代表取締役社

長就任 

昭和47年12月 株式会社神奈川県互助センター

（現株式会社サン・ライフメン

バーズ）代表取締役社長就任 

平成17年６月 株式会社サン・ライフメンバー

ズ代表取締役会長就任（現任） 

平成17年６月 株式会社サン・ライフ代表取締

役会長就任（現任） 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

（注）6 －

常勤監査役   宮崎 芳光 昭和26年９月５日生

昭和49年４月 東京信用金庫入庫 

昭和61年８月 当社入社 

昭和62年２月 鹿児島営業所所長 

平成５年５月 業務部長兼総務部長 

平成７年６月 常勤監査役就任（現任） 

（注）4 67



 （注）１ 取締役大場俊賢及び竹内惠司は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 広井忠男及び三堀 清は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 専務取締役寺村公陽は、代表取締役寺村久義の長男であります。 

    ４ 平成16年6月24日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

    ５ 平成17年6月22日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

    ６ 平成18年6月22日開催の定時株主総会の終結の時から2年間 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

監査役   広井 忠男 昭和18年５月22日生

昭和46年12月 元国務大臣衆議院議員白井荘一

秘書 

昭和50年４月 新潟県議会議員就任（４期16年

副議長） 

平成３年９月 日本海企画有限会社設立入社 

平成５年12月 同社専務取締役就任（現任） 

平成10年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）4 26

監査役   三堀 清 昭和32年11月29日生

昭和60年10月 司法試験合格 

平成９年１月 三堀法律事務所設立 

平成14年３月 三洋投信委託株式会社監査役就

任 

平成16年４月 東京簡易裁判所調停委員就任 

平成17年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）5 －

       計   1,167



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１）基本的な考え方 

 当社の経営体制の機能は、① 経営監視 ② 経営基本方針決定 ③ 戦略策定・業務執行 の３機能から成り立っており

ます。その礎になるものがコンプライアンス経営の徹底とコーポレート・ガバナンス体制の構築であると認識しております。 

  

２）施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

ａ．会社の機関の内容 

 当社は監査役制度を採用しております。社外取締役及び社外監査役については、取締役7名のうち社外取締役2名、監査

役3名のうち社外監査役2名の体制で経営に当たっております。社外役員の専従スタッフは配置しておりませんが、必要に

応じ、経営管理本部、その他関連部署が適宜対応しています。 

 取締役会（社外取締役2名を含む7名で構成）は原則月１回、その他必要に応じて随時開催し、経営環境の変化や業務執

行の状況等に応じた経営課題に迅速かつ柔軟に対応できる体制を整えております。取締役会には監査役全員（常勤1名、非

常勤2名）が参加し、会社の事業について、取締役の業務執行状況を監査しております。 

  

ｂ．内部統制システム及びリスク管理体制及びコンプライアンス体制の整備状況 

 コンプライアンスについては、「法令遵守」を経営の基本事項として認識しております。 

 当社では、社内業務全般にわたる諸規則が整備されており、各種規程のもとで、各役職員が権限と責任をもって業務遂

行しており、社長直轄の内部監査室による内部監査も実施されております。 

 内部情報管理体制強化のため、管理責任者として、経営管理本部担当役員を定めております。重要事実が発生した場合

は、経営管理本部担当役員の一元管理のもと、定められた手続きに従い適切な時期及び方法により公表いたしておりま

す。 

 また、平成16年２月より執行役員制度を採用し、経営意思決定と具体的な行動計画及び業務執行の担当をそれぞれ取締

役会と執行役員会及び執行役員に区分し、組織運営を行っております。この体制により、迅速な経営意思決定が行われる

とともに、部門間の連携並びに相互牽制が機能しております。 

 業務執行・監視及び内部統制の仕組みは以下のとおりです。 

  

 

  

 



ｃ．内部監査、監査役監査及び会計監査等の状況 

 業務の有効性、効率性や財務報告の信頼性を確保、維持するため、内部監査を実施しております。独立した組織による

内部監査室（２名）の内部監査担当者が、内部監査計画に基づいて定期的に監査を実施し、監査結果をトップ・マネジメ

ントに報告しております。是正が必要な事項については、速やかに被監査部門に対して改善を指示し、改善報告を求めて

おります。 

 監査役監査は、監査役会が定めた監査方針と監査計画に従い監査を行っております。取締役会・執行役員会等重要な会

議に出席するほか、取締役からの営業報告の聴取、重要な決済書類の閲覧、本社・事業所往査による業務状況の調査等を

行っております。 

 当社の会計監査は、みすず監査法人に所属する公認会計士の熊坂博幸氏、藤原道夫氏及び監査業務補助者８名（公認会

計士５名・会計士補３名）によって行われており、監査役との意見交換もなされております。 

 また、企業経営及び日常業務に関して、法律事務所（渡部喬一法律事務所）と顧問契約を締結し、経営判断上の参考と

するため、必要に応じてアドバイスを受ける体制を採っております。 

  

ｄ．役員報酬及び監査報酬の内容 

・取締役及び監査役に対する報酬 

・監査報酬 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   13,200千円 

 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社の社外取締役竹内惠司氏は、株式会社サン・ライフの代表取締役会長であります。当社は同社と業務・資本提携契約

を締結し、相互に販売協力等を行っております。社外取締役大場俊賢氏との定常的な商取引は行っておりません。また、社

外監査役の広井忠男氏と三堀清氏との定常的な商取引は行っておりません。 

 なお、当社株式保有株式数は、当事業年度末現在大場俊賢氏441,000株および広井忠男氏26,000株となっております。 

  

③ 個人情報の保護に対する取組み 

 当社は供養産業企業として個人（顧客）の機微情報を知り得る立場にあり、この「個人情報の保護」を重要な経営課題の

一つとして位置付けており、監査役・内部監査室主導の下、小人数のミーティング形式で、本社・支店・工場の役職員・

パート従業員に対し、情報セキュリティーの重要性・企業危機管理の徹底を促すと共に、社内に各管理責任者をおき、遵守

状況のモニタリング・改善指導を実施しております。 

  

 

社内取締役 91,300千円 

社外取締役 2,800千円 

監査役 12,440千円 



第５【経理の状況】 
  

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第40期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第41期事業年

度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第40期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表

については中央青山監査法人の監査を受け、第41期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表につい

ては、みすず監査法人により監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年9月1日付をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 

  

３．連結財務諸表について 

  

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

平成18年３月31日 
当事業年度 

平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金 ※１   2,304,014 1,629,208 

２ 完成工事未収入金     444,980 283,615 

３ 永代使用権     3,197,345 2,482,311 

４ 原材料     79,277 64,919 

５ 未成工事支出金     661,673 565,301 

６ 貯蔵品     23,756 30,501 

７ 前渡金     12,321 3,073 

８ 前払費用     41,092 39,750 

９ 供託金     3,000 900 

10 立替金     111,683 133,800 

11 繰延税金資産     42,544 28,686 

12 その他     28,065 47,651 

13 貸倒引当金     △656 △561 

流動資産合計     6,949,098 64.5 5,309,159 48.5



 

   
前事業年度

平成18年３月31日 
当事業年度 

平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1) 建物 ※１ 521,657 565,567  

減価償却累計額   250,579 271,077 276,316 289,251 

(2) 構築物   57,566 65,328  

減価償却累計額   40,872 16,693 44,495 20,833 

(3) 機械及び装置   20,404 20,615  

減価償却累計額   16,609 3,795 17,240 3,374 

(4) 車輌及び運搬具   17,875 17,875  

減価償却累計額   10,932 6,942 12,997 4,877 

(5) 工具・器具及び備品   173,551 181,054  

減価償却累計額   152,207 21,344 154,538 26,516 

(6) 土地 ※１   1,012,517 1,012,517 

有形固定資産合計     1,332,371 12.3 1,357,369 12.4

２ 無形固定資産      

(1) ソフトウェア     376,560 403,176 

(2) 電話加入権     21,013 20,868 

無形固定資産合計     397,573 3.7 424,044 3.9

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券     29,996 370,684 

(2) 出資金     6,130 6,130 

(3) 長期貸付金     － 5,447 

(4) 従業員長期貸付金     1,470 6,695 

(5) 長期前払費用     42,801 23,814 

(6) 差入保証金     164,014 164,108 

(7) 長期未収入金     327,934 326,765 

(8) 保険積立金     239,190 279,014 

(9) 霊園開発協力金     1,191,999 2,483,455 

(10) 長期性預金     140,000 188,000 

(11) 繰延税金資産     199,589 237,144 

(12) その他     8,629 4,914 

(13) 貸倒引当金     △249,609 △248,077 

投資その他の資産合計     2,102,146 19.5 3,848,098 35.2

固定資産合計     3,832,091 35.5 5,629,512 51.5

資産合計     10,781,190 100.0 10,938,671 100.0

       



 

   
前事業年度

平成18年３月31日 
当事業年度 

平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１ 買掛金     57,743 44,422 

２ 短期借入金 ※１   673,136 701,000 

３ 一年内返済予定の長期
借入金 

※１   1,700,171 1,801,875 

４ 一年内償還予定の社債     280,000 450,000 

５ 未払金     210,518 153,654 

６ 未払法人税等     201,779 33,401 

７ 未払消費税等     24,291 26,752 

８ 未払費用     60,533 74,346 

９ 未成工事受入金     671,921 542,497 

10 預り金     18,382 28,940 

11 賞与引当金     40,000 40,000 

12 役員賞与引当金     － 15,000 

13 その他     4,559 8,840 

流動負債合計     3,943,037 36.6 3,920,732 35.9

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金 ※１   2,364,657 2,607,693 

２ 社債     980,000 530,000 

３ 退職給付引当金     134,740 136,875 

４ その他     119,830 53,488 

固定負債合計     3,599,229 33.4 3,328,058 30.4

負債合計     7,542,267 70.0 7,248,790 66.3

       



  

 

   
前事業年度

平成18年３月31日 
当事業年度 

平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※２   1,088,862 10.1 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   740,102 －  

資本剰余金合計     740,102 6.8 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   96,139 －  

２ 任意積立金      

特別償却準備金   2,057 －  

別途積立金   860,000 －  

３ 当期未処分利益   453,771 －  

利益剰余金合計     1,411,968 13.1 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    － － － －

Ⅴ 自己株式 ※４   △2,009 △0.0 － －

資本合計     3,238,923 30.0 － －

負債・資本合計     10,781,190 100.0 － －

       



  

  

   
前事業年度

平成18年３月31日 
当事業年度 

平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金     － － 1,306,842 11.9

２ 資本剰余金      

(1）資本準備金   － 958,082  

資本剰余金合計     － － 958,082 8.8

３ 利益剰余金      

(1）利益準備金   － 96,139  

(2）その他利益剰余金      

特別償却準備金   － 685  

別途積立金   － 960,000  

繰越利益剰余金   － 434,510  

利益剰余金合計     － － 1,491,336 13.6

４ 自己株式     － － △2,466 △0.0

株主資本合計     － － 3,753,794 34.3

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価差
額金 

    － － △59,093 △0.5

２ 繰延ヘッジ損益     － － △4,820 △0.1

評価・換算差額等合計     － － △63,914 △0.6

純資産合計     － － 3,689,880 33.7

負債純資産合計     － － 10,938,671 100.0

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     4,620,629 100.0 4,537,450 100.0

Ⅱ 売上原価     1,800,144 39.0 1,845,987 40.7

売上総利益     2,820,485 61.0 2,691,462 59.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１ 広告宣伝費   505,266 496,187  

２ 支払手数料   65,441 73,038  

３ 役員報酬   84,740 86,040  

４ 給与手当   709,398 749,612  

５ 法定福利費   88,587 91,769  

６ 福利厚生費   8,981 10,326  

７ 賞与引当金繰入額   34,964 30,860  

８ 役員賞与引当金繰入額   － 15,000  

９ 退職給付費用   19,999 27,586  

10 旅費交通費   54,115 54,222  

11 接待交際費   18,811 24,333  

12 通信費   54,981 52,179  

13 消耗品費   18,405 17,872  

14 賃借料   80,804 60,108  

15 貸倒引当金繰入額   982 －  

16 減価償却費   34,856 45,886  

17 その他   255,347 2,035,685 44.0 276,353 2,111,377 46.5

営業利益     784,800 17.0 580,084 12.8

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息   1,087 2,028  

２ 受取配当金   1,029 6,205  

３ 賃貸料収入   5,531 4,543  

４ 保険返戻金   3,109 21,394  

５ 違約金収入   － 6,451  

６ その他   8,920 19,677 0.4 16,303 56,926 1.2

       



  

 

   
前事業年度

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息   126,994 114,698  

２ 社債利息   19,478 18,361  

３ 社債発行費   7,050 －  

４ 株式交付費   － 2,911  

５ その他   19,069 172,593 3.7 15,639 151,610 3.3

経常利益     631,885 13.7 485,400 10.7

Ⅵ 特別利益      

１ 投資有価証券売却益   33,936 －  

２ 和解に伴う債務減額益   － 20,000  

３ 貸倒引当金戻入益   － 33,936 0.7 1,626 21,626 0.5

Ⅶ 特別損失      

１ 固定資産除売却損 ※１ 15,536 8,280  

２ 貸倒引当金繰入額   186,225 －  

  ３ 役員退職慰労金   － 50,000  

４ 契約解除に伴う棚卸資
産処分損 

  － 201,761 4.4 23,581 81,862 1.8

税引前当期純利益     464,059 10.0 425,164 9.4

法人税、住民税及び事
業税 

  303,098 171,504  

法人税等調整額   △99,240 203,857 4.4 20,169 191,673 4.3

当期純利益     260,202 5.6 233,491 5.1

前期繰越利益     193,569 － 

当期未処分利益     453,771 － 

       



売上原価明細書 

 （注）※１ 労務費のうち賞与引当金繰入額は次のとおりであります。 

※２ 主な内訳は次のとおりであります。 

※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

（原価計算の方法） 

 当社の原価計算の方法は、個別原価計算であります。 

  

  

   
前事業年度

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 永代使用権   826,221 59.8 825,425 59.5 

Ⅱ 材料費   287,568 20.8 267,546 19.3 

Ⅲ 労務費 ※１ 37,449 2.7 44,298 3.2 

Ⅳ 外注費   187,879 13.6 197,393 14.2 

Ⅴ 経費 ※２ 43,426 3.1 53,093 3.8 

当期総工事費用   1,382,544 100.0 1,387,757 100.0 

期首未成工事支出金   687,098 661,673 

合計   2,069,643 2,049,431 

期末未成工事支出金   661,673 565,301 

他勘定振替高 ※３ － 23,581 

当期工事原価   1,407,969 1,460,547 

工事取扱手数料他   33,322 34,216 

Ⅵ 葬祭事業原価   358,851 351,222 

売上原価   1,800,144 1,845,987 

    前事業年度 当事業年度 

  賞与引当金繰入額 2,709千円 4,240千円 

    前事業年度 当事業年度 

  賃借料 9,230千円 13,233千円 

  減価償却費 2,488千円 2,189千円 

    前事業年度 当事業年度 

  契約解除に伴う棚卸資産処分損振替 － 23,581千円 



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 （注） 平成18年６月定時株主総会の利益処分による特別償却準備金の取崩額は685千円であります。 

  

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 1,088,862 740,102 96,139 2,057 860,000 453,771 1,411,968 △2,009 3,238,923

事業年度中の変動額    

新株の発行 217,980 217,980   435,960

剰余金の配当   △128,123 △128,123  △128,123

当期純利益   233,491 233,491   233,491

自己株式の取得   △456 △456

特別償却準備金の取り崩し
（注） 

  △1,371 1,371 －   －

別途積立金の積立   100,000 △100,000 －   －

役員賞与   △26,000 △26,000   △26,000

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

   

事業年度中の変動額合計（千円） 217,980 217,980 － △1,371 100,000 △19,260 79,367 △456 514,871

平成19年３月31日 残高（千円） 1,306,842 958,082 96,139 685 960,000 434,510 1,491,336 △2,466 3,753,794

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） － － － 3,238,923

事業年度中の変動額  

新株の発行   435,960

剰余金の配当   △128,123

当期純利益   233,491

自己株式の取得   △456

特別償却準備金の取り崩し
（注） 

  －

別途積立金の積立   －

役員賞与   △26,000

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△59,093 △4,820 △63,914 △63,914

事業年度中の変動額合計（千円） △59,093 △4,820 △63,914 450,956

平成19年３月31日 残高（千円） △59,093 △4,820 △63,914 3,689,880



④【キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
前事業年度

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

営業収入   4,617,456 4,572,504 

原材料又は商品の仕入
による支出 

  △952,391 △875,445 

人件費支出   △1,036,425 △1,127,537 

その他の営業支出   △1,143,787 △1,240,980 

小計   1,484,851 1,328,541 

利息及び配当金の受取
額 

  2,329 7,634 

利息の支払額   △136,832 △128,319 

法人税等の支払額   △274,799 △350,712 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,075,547 857,143 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の預入による
支出 

  △60,059 △60,000 

定期預金の解約による
収入 

  69,000 110,014 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △17,745 △76,358 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  5,000 － 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △334,901 △34,810 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  － △440,340 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  48,760 － 

貸付による支出   △3,713 △12,854 

貸付金の回収による収
入 

  30,290 1,274 

霊園開発協力金の支出   △72,201 △1,304,908 

霊園開発協力金の回収   15,500 13,452 

差入保証金の支出   △178 △53,257 

差入保証金の返還によ
る収入 

  2,003 54,482 

その他   △57,792 △27,660 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △376,038 △1,830,964 



  

  

   
前事業年度

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入れによる収入   1,350,000 1,400,000 

短期借入金の返済によ
る支出 

  △1,436,064 △1,372,136 

長期借入れによる収入   900,000 2,250,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △1,995,110 △1,905,259 

社債発行による収入   292,950 － 

社債償還による支出   △170,000 △280,000 

株式の発行による収入   124,520 433,048 

自己株式の取得による
支出 

  △485 △456 

配当金の支払額   △92,041 △128,256 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,026,230 396,939 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  94 3 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

  △326,627 △576,878 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  2,002,492 1,675,865 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  1,675,865 1,098,987 

   



⑤【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度

株主総会承認年月日 
平成18年６月22日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

Ⅰ 当期未処分利益   453,771

Ⅱ 任意積立金取崩高  

１ 特別償却準備金取崩額   685 685

合計   454,457

Ⅲ 利益処分額  

１ 配当金   128,123

２ 役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
26,000
（2,600） 

３ 任意積立金  

別途積立金   100,000 254,123

Ⅳ 次期繰越利益   200,333

   



重要な会計方針 

 

  
前事業年度

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 その他有価証券 

(1）時価のあるもの (1）時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  (2）時価のないもの (2）時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）永代使用権 (1）永代使用権 

個別原価法 同左 

  (2）原材料 (2）原材料 

  総平均法による原価法 同左 

  (3）未成工事支出金 (3）未成工事支出金 

  個別原価法 同左 

  (4）貯蔵品 (4）貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 同左 

   ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

  

  建物 22～50年   

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法 同左 

   なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

  

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  定額法 同左 

５ 繰延資産の処理方法 (1）社債発行費 

支出時に費用処理しております。 

 (2)  － 

 (1) 社債発行費 

    － 

(2）株式交付費 

支出時に費用処理しております。 

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 



 

  
前事業年度

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

７ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れに備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額により計上しております。 

同左 

   (3)  －  (3) 役員賞与引当金 

   役員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額により計上しております。 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

（簡便法）に基づき、計上しておりま

す。 

同左 

８ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

９ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

同左 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

   当社内規に基づき、金利変動リスク

をヘッジしております。 

同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断してお

ります。 

同左 

10 キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 



  

会計処理方法の変更 

  

 

  
前事業年度

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

11 その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

─────────── 

─────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は

3,694,701千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

─────────── （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しており

ます。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ15,000千円減少しております。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

（貸借対照表）   

「立替金」は、前事業年度においては、流動資産の

「その他流動資産」に含めて表示しておりましたが、当

事業年度において、資産の総額の100分の1を超えること

となったため、区分掲記しました。 

なお、前事業年度の「立替金」は67,181千円でありま

す。 

─────────── 

 「長期性預金」は、前事業年度においては、投資その

他の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当事業年度において、資産の総額の100分の1を超えるこ

ととなったため、区分掲記しました。 

 なお、前事業年度の「長期性預金」は92,000千円であ

ります。 

─────────── 

「長期未払金」は、前事業年度においては区分掲記し

ておりましたが、負債及び資本の合計額の100分の1以下

であるため、固定負債の「その他」に含めて表示しまし

た。当事業年度の「長期未払金」は87,296千円でありま

す。 

─────────── 

（損益計算書） （損益計算書） 

「社債利息」は、前事業年度においては、営業外費用

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年

度において、営業外費用の100分の10を超えることとな

ったため、区分掲記しました。 

 なお、前事業年度の「社債利息」は13,295千円であり

ます。 

「違約金収入」は、前事業年度においては、営業外収

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業

年度において、営業外収益の100分の10を超えることと

なったため、区分掲記しました。 

 なお、前事業年度の「違約金収入」は1,917千円であ

ります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

前事業年度 
平成18年３月31日 

当事業年度
平成19年３月31日 

※１ 担保提供資産と対応債務 ※１ 担保提供資産と対応債務 

担保提供資産 担保提供資産 
  

現金及び預金 615,295千円

建物 99,597千円

土地 651,175千円

計 1,366,068千円

現金及び預金 555,424千円

建物 94,284千円

土地 651,175千円

計 1,300,884千円

対応債務 対応債務 
  

  

短期借入金 32,000千円

一年内返済予定の長期借入金 611,477千円

長期借入金 1,254,539千円

計 1,898,016千円
  

一年内返済予定の長期借入金 632,400千円

長期借入金 1,161,933千円

計 1,794,333千円

  
※２ 授権株式数 普通株式 48,000,000株 ※２    ─────────── 

 ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずることとなっております。 

  

  
発行済株式数 普通株式 12,823,014株



  

 

前事業年度 
平成18年３月31日 

当事業年度
平成19年３月31日 

３ 保証債務 ３ 保証債務 
  

被保証者（保証債務の内容）   金額 

財団法人霊園開発協会 

（ローン保証に対する追保
証） 

  
220千円

財団法人霊園開発協会 

（三菱商事㈱からの借入金に
対する保証） 

  
128,787千円

財団法人霊園開発協会 

（エヌ・ティ・ティ・リース
㈱からの借入金に対する保証) 

  
95,002千円

当社従業員 

（銀行借入金に対する保証） 

  
612千円

宗教法人雲泉寺 

（リコーリース㈱からの借入
金に対する保証） 

  
107,354千円

宗教法人雲泉寺 

（オリックス㈱からの借入金
に対する保証） 

  
80,515千円

宗教法人雲泉寺 

（サンテレホン㈱からの借入
金に対する保証） 

  
26,838千円

宗教法人雲泉寺 

（東芝ファイナンス㈱からの
借入金に対する保証） 

  
21,470千円

宗教法人法國寺 

（三菱商事㈱からの割賦債務
に対する保証） 

  
2,037,000千円

宗教法人法國寺 

（㈱東京スター銀行からの借
入金に対する保証） 

  
261,056千円

宗教法人法國寺 

（ダイヤモンドリース㈱から
の借入金に対する保証） 

  
156,633千円

宗教法人法國寺 

（エヌ・ティ・ティ・リース
㈱からの借入金に対する保
証） 

    

104,422千円

宗教法人法國寺 

（三菱電機クレジット㈱から
の借入金に対する保証） 

  
52,211千円

計   3,072,126千円

  

被保証者（保証債務の内容）   金額 

財団法人霊園開発協会 

（三菱商事㈱からの借入金に
対する保証） 

  
95,190千円

財団法人霊園開発協会 

（エヌ・ティ・ティ・リース
㈱からの借入金に対する保証) 

  
70,219千円

宗教法人雲泉寺 

（リコーリース㈱からの借入
金に対する保証） 

  
61,345千円

宗教法人雲泉寺 

（オリックス㈱からの借入金
に対する保証） 

  
46,009千円

宗教法人雲泉寺 

（サンテレホン㈱からの借入
金に対する保証） 

  
15,336千円

宗教法人雲泉寺 

（東芝ファイナンス㈱からの
借入金に対する保証） 

  
12,269千円

宗教法人法國寺 

（三菱商事㈱からの割賦債務
に対する保証） 

  
1,493,800千円

宗教法人法國寺 

（㈱東京スター銀行からの借
入金に対する保証） 

  
191,441千円

宗教法人法國寺 

（ダイヤモンドリース㈱から
の借入金に対する保証） 

  
114,864千円

宗教法人法國寺 

（エヌ・ティ・ティ・リース
㈱からの借入金に対する保
証） 

    

76,576千円

宗教法人法國寺 

（三菱電機クレジット㈱から
の借入金に対する保証） 

  
38,288千円

計   2,215,340千円

※４ 自己株式 ─────────── 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式10,641

株であります。 

                          



（損益計算書関係） 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注１）普通株式の発行済株式総数の増加918千株は、第三者割当による新株の発行による増加900千株、新株予約権の行使による新

株の発行による増加18千株であります。 

（注２）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

※１ 固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※１ 固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 
  

土地 7,931千円

ソフトウエア 6,867千円

車輌運搬具 630千円

構築物 61千円

工具・器具備品 46千円

計 15,536千円

  

構築物 6,803千円

工具・器具備品 1,476千円

計 8,280千円

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式 

普通株式（注１） 12,823 918 － 13,741 

合計 12,823 918 － 13,741 

自己株式 

普通株式（注２） 10 1 － 11 

合計 10 1 － 11 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 128,123 10 平成18年３月31日 平成18年６月23日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 102,968 利益剰余金 7.5 平成19年３月31日 平成19年６月25日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 
  

現金及び預金勘定 2,304,014千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金等 

△628,149千円

現金及び現金同等物 1,675,865千円

現金及び預金勘定 1,629,208千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金等 

△530,221千円

現金及び現金同等物 1,098,987千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
車輌及び運
搬具 

 
工具・器具
及び備品 

  合計 

  千円  千円  千円

取得価額相当
額 

38,520  57,005  95,526

減価償却累計
額相当額 

11,558  39,841  51,400

期末残高相当
額 

26,962  17,163  44,126

車輌及び運
搬具 

 
工具・器具
及び備品 

  合計 

千円  千円  千円

取得価額相当
額 

41,382  49,437  90,819

減価償却累計
額相当額 

17,207  43,018  60,226

期末残高相当
額 

24,174  6,418  30,592

② 未経過リース料期末残高相当額等 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 18,413千円

１年超 26,703千円

合計 45,117千円

１年以内 13,357千円

１年超 18,059千円

合計 31,416千円

③ 当期支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

③ 当期支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
  

支払リース料 34,065千円

減価償却費相当額 32,113千円

支払利息相当額 1,207千円

支払リース料 20,630千円

減価償却費相当額 19,438千円

支払利息相当額 1,001千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 同左 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  

・利息相当額の算定方法 同左 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

  

  次へ 

種類 

前事業年度 
平成18年３月31日 

当事業年度 
平成19年３月31日 

取得原価
（千円） 

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額
（千円） 

差額（千円）
取得原価
（千円） 

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額
（千円） 

差額（千円）

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

   

株式 9,996 9,996 - - - - 

債券 - - - - - - 

その他 - - - - - - 

小計 9,996 9,996 - - - - 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

   

株式 - - - 450,336 350,684 △99,652 

債券 - - - - - - 

その他 - - - - - - 

小計 - - - 450,336 350,684 △99,652 

合計 9,996 9,996 - 450,336 350,684 △99,652 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

売却額 
（千円） 

売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

売却額
（千円） 

売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

48,760 33,936 － － － － 

内容 
前事業年度 平成18年３月31日 当事業年度 平成19年３月31日

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 20,000 20,000 

合計 20,000 20,000 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

① 取引の内容 ① 取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引

であります。 

同左 

② 取引に対する取組方針 ② 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。 

同左 

③ 取引の利用目的 ③ 取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場に

おける利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用

しております。 

同左 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。 

  

ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 同左 

ヘッジ対象…借入金   

ヘッジ方針 ヘッジ方針 

 金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘ

ッジを行っております。 

同左 

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を

比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しており

ます。 

同左 

④ 取引に係るリスクの内容 ④ 取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。 

同左 

 なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定し

ているため信用リスクはほとんどないと認識しておりま

す。 

  

⑤ 取引に係るリスク管理体制 ⑤ 取引に係るリスク管理体制 

 資金担当者は、デリバティブ取引を行なう場合は、

規程内である旨を示す資料及び金融機関からの提案書

を添付の上、担当役員及び社長の決済を受けることと

なっております。 

同左 

 また、資金担当者は、３月と９月末日時点におい

て、デリバティブ取引の有効性を示す資料を担当役員

及び社長に対して報告することとなっております。 

  



  

２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

(前事業年度) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載の対象から除いているため、該当事項はありません。 

  

(当事業年度) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載の対象から除いているため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

⑥ 「取引の時価等に関する事項」についての補足説明 ⑥ 「取引の時価等に関する事項」についての補足説明 

 「取引の時価等に関する事項」における契約額また

は想定元本は、この金額自体がデリバティブ取引に係

る市場リスク量を示すものではありません。 

同左 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務の額及びその計算基礎 

 当社は、期末時点の自己都合要支給額に比較指数を乗じた金額を退職給付債務としております。 

  

３ 退職給付費用の内訳 

  

 

  
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

(1)退職給付債務（千円） 134,740 136,875 

(2)退職給付引当金（千円） 134,740 136,875 

  前事業年度 当事業年度 

当期発生額 22,096千円 30,495千円 



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

      平成16年6月24日定時株主総会決議に基づき、当社役員および従業員を対象として平成16年7月26日に付与されたストッ

ク・オプションの前事業年度末残34,000株（ストック・オプションの目的となる株式：普通株式）は、当事業年度におい

て18,000株が行使によって減少し、残数の16,000株は平成18年8月31日をもって行使期間満了に伴い失効いたしました。従

いまして、当事業年度末におけるストック・オプションの残高はありません。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算

して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

② 単価情報 

  

 

    
平成16年

ストック・オプション 

権利確定前 （株） 

前事業年度末   －

付与   －

失効   －

権利確定   －

未確定残   －

権利確定後 （株） 

前事業年度末   34,000

権利確定        －

権利行使   18,000

失効   16,000

未行使残   －

  
平成16年

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 220

行使時平均株価 （円） 407

公正な評価単価（付与日） （円） －



（税効果会計関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年3月31日） 

当事業年度
(平成19年3月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 
  

  

  前事業年度 

  平成18年３月31日現在 

繰延税金資産  

貸倒引当金 100,071 

未払事業税 16,238 

退職給付引当金 54,839 

ゴルフ会員権評価損 13,142 

貸倒損失 15,301 

賞与引当金 16,280 

長期未払金 10,336 

長期前受収益 13,241 

その他 3,645 

繰延税金資産合計 243,096 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △962 

繰延税金負債合計 △962 

繰延税金資産の純額 242,133 

  当事業年度 

  平成19年３月31日現在 

繰延税金資産  

貸倒引当金 99,169 

未払事業税 4,050 

退職給付引当金 55,708 

ゴルフ会員権評価損 13,142 

貸倒損失 15,301 

賞与引当金 16,280 

長期前受収益 13,241 

その他有価証券評価差額金 40,558 

その他 9,782 

繰延税金資産小計 267,234 

評価性引当額 △921 

繰延税金資産合計 266,313 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △481 

繰延税金負債合計 △481 

繰延税金資産の純額 265,831 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  

  （単位：％）

  前事業年度 

  平成18年３月31日現在 

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6

住民税均等割 2.0

その他 △0.4

税効果会計適用後の法人税等負担率 43.9

  （単位：％）

  当事業年度 

  平成19年３月31日現在 

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.7

住民税均等割 1.7

その他 △1.0

税効果会計適用後の法人税等負担率 45.1



（持分法損益等） 

     該当事項はありません。 

  

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１ 福利厚生施設として使用しており、近隣の取引実勢に基づいて、２年に一度交渉の上賃借料金額を決定いたしておりま

す。 

２ 社宅家賃の受取については、近隣の取引実勢に基づいて、賃貸料金額を決定いたしております。 

３ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

  

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１ 福利厚生施設として使用しており、近隣の取引実勢に基づいて、２年に一度交渉の上賃借料金額を決定いたしておりま

す。 

２ 社宅家賃の受取については、近隣の取引実勢に基づいて、賃貸料金額を決定いたしております。 

３ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

  

 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 

役員の
兼任等 
（名） 

事業上
の関係 

役員 

寺村 久義 
東京都
練馬区 

－ 
当社 
代表取締
役 

（被所有）
直接 

4.10 
間接 

12.85 

－ －

福利厚生施設
の賃借料の支
払 
（注）１ 

1,142 － － 

寺村 公陽 
東京都
練馬区 

－ 
当社 
専務取締
役 

（被所有）
直接 

0.36 
－ －

社宅家賃の受
取 
（注）２ 

1,440 － － 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 

役員の
兼任等 
（名） 

事業上
の関係 

役員 

寺村 久義 
東京都
練馬区 

－ 
当社 
代表取締
役 

（被所有）
直接 

3.82 
間接 

12.07 

－ －

福利厚生施設
の賃借料の支
払 
（注）１ 

1,142 － － 

寺村 公陽 
東京都
練馬区 

－ 
当社 
専務取締
役 

（被所有）
直接 

0.45 
－ －

社宅家賃の受
取 
（注）２ 

1,440 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

  

１株当たり純資産額 252.80円

１株当たり当期純利益金額 18.70円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 

18.52円

１株当たり純資産額 268.76円 

１株当たり当期純利益金額 17.25円 

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 

17.24円 

当社は、平成17年9月22日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおり

となります。 

─────────── 

 前事業年度   
  

１株当たり純資産額 243.59円

１株当たり当期純利益金額 20.63円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、期中平均株価が新株予約権の行使価格より低

く、1株当たり当期純利益が希薄化しないため、記載し

ておりません。 

  

  
前事業年度

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎    

当期純利益（千円） 260,202 233,491 

普通株主に帰属しない金額（千円） 26,000 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （26,000） （－） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 234,202 233,491 

期中平均株式数（千株） 12,522 13,535 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定上の基礎 
   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（千株） 127 7 

（うち新株予約権（千株）） （127） （7）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

─────── ─────── 



（重要な後発事象） 

  

  

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１．第三者割当による新株式発行 ─────────── 

平成18年５月30日開催の当社取締役会において、株式

会社サン・ライフを引受け先とする第三者割当による新

株式発行を決議し、平成18年６月16日に払込が完了いた

しました。その概要は以下の通りであります。 

① 発行株式の種類 普通株式 

② 発行新株式数 900,000株 

③ 発行価額 １株につき480円 

④ 発行価額の総額 432,000千円 

⑤ 発行価額のうち資本組入額 １株につき240円 

⑥ 資本組入額の総額 216,000千円 

⑦ 申込期日 平成18年６月15日 

⑧ 払込期日 平成18年６月16日 

⑨ 配当起算日 平成18年４月１日 

⑩ 資金使途 霊園及び堂内陵墓事業の開発資金 

  



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

投資有価証
券 

その他有価証券 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(千円) 

㈱サン・ライフ 360,000 341,640

クオレ㈱ 5,000 20,000

㈱自由が丘フラワーズ 238 9,044

小計 365,238 370,684

計 365,238 370,684



【有形固定資産等明細表】 

  

【社債明細表】 

 （注） 1.（ ）内書きは、1年以内の償還予定額であります。 

     2.第1回利息期間(平成17年6月30日)は0.20750％、以降の各利息期間については、基準利率に0.10％を加えた利率となって

おります。 

3.決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産    

建物 521,657 53,100 9,190 565,567 276,316 28,210 289,251

構築物 57,566 7,762 － 65,328 44,495 3,622 20,833

機械及び装置 20,404 210 － 20,615 17,240 631 3,374

車輌及び運搬具 17,875 － － 17,875 12,997 2,065 4,877

工具・器具及び備品 173,551 20,282 12,779 181,054 154,538 13,672 26,516

土地 1,012,517 － － 1,012,517 － － 1,012,517

有形固定資産合計 1,803,572 81,355 21,969 1,862,957 505,588 48,202 1,357,369

無形固定資産    

ソフトウェア 387,203 34,810 4,997 417,016 13,840 3,197 403,176

電話加入権 21,013 － 145 20,868 － － 20,868

無形固定資産合計 408,217 34,810 5,142 437,884 13,840 3,197 424,044

長期前払費用 76,105 1,422 3,878 73,649 49,834 16,530 23,814

繰延資産    

－ － － － － － － －

繰延資産合計 － － － － － － －

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限

第１回無担保社債 
平成年月日 
14.11.29 

200,000 
200,000

(200,000)
0.70 なし

平成年月日
19.11.29 

第２回無担保社債 
平成年月日 
16.３.25 

120,000 
 

－ 0.58 なし
平成年月日
19.３.23 

第３回無担保社債 
平成年月日 
16.７.26 

210,000 
 

150,000
(150,000)

0.77 なし
平成年月日
19.７.26 

第４回無担保社債 
平成年月日 
16.７.26 

300,000 300,000 1.24 なし
平成年月日
20.７.26 

第５回無担保社債 
平成年月日 
16.12.30 

160,000 
 

120,000
(40,000)

(注2) なし
平成年月日
21.12.30 

第６回無担保社債 
平成年月日 
17.6.27 

270,000 
 

210,000
(60,000)

0.57 なし
平成年月日
20.6.27 

合計 － 
1,260,000 

 
980,000

(450,000)
－ － －

１年以内（千円） 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内

（千円） 
３年超４年以内

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

450,000 490,000 40,000 － － 



【借入金等明細表】 

 （注）１ 長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。 

２ 平均利率は期末の加重平均によっております。 

  

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額8,660千円であります。 

  

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 673,136 701,000 2.03   

１年以内に返済予定の長期借入金 1,700,171 1,801,875 2.01   

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,364,657 2,607,693 1.94 平成20年～平成24年

その他の有利子負債 － － － － 

合計 4,737,964 5,110,568 － － 

  
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内

（千円） 
３年超４年以内

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 1,317,547 728,926 372,940 188,280 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 250,266 7,034 － 8,660 248,639

賞与引当金 40,000 40,000 40,000 － 40,000

役員賞与引当金 － 15,000 － － 15,000



(2）【主な資産及び負債の内容】 

(1）資産の部 

Ａ 現金及び預金 

  

Ｂ 完成工事未収入金 

(a)相手先別内訳 

 （注） 当社の販売は、主として一般顧客に対するものであります。 

  

(b)完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 

区分 金額（千円）

現金 27,440 

預金の種類 

当座預金 351,116 

普通預金 568,257 

定期預金 670,438 

外貨預金 2,627 

その他 9,328 

計 1,601,767 

合計 1,629,208 

区分 金額（千円）

一般顧客 283,615 

合計 283,615 

期首残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

444,980 5,237,578 5,398,943 283,615 95.0 25.4 



Ｃ 永代使用権 

  

Ｄ 原材料 

  

Ｅ 未成工事支出金 

 （注） 当社が仕入れた若しくは在庫している永代使用権は、墓地（永代使用権）の販売契約（受注）時に未成工事支出金に振替

えております。なお、上記合計額のうち永代使用権分は422,861千円であります。 

 

霊園名 所在地 金額（千円） 

横浜聖地霊園 神奈川県横浜市 1,349,534 

エターナルガーデン東山 京都府京都市 398,500 

浦和霊園 埼玉県浦和市 227,497 

多摩聖地霊園 東京都西多摩郡 148,287 

市川聖地霊園 千葉県市川市 134,524 

その他 ─── 223,966 

合計 2,482,311 

品目 金額（千円）

石材 57,875 

副資材 7,044 

合計 64,919 

霊園名 金額（千円）

横浜聖地霊園 119,655 

谷山御所霊園 111,260 

高島平霊園 83,031 

比叡山延暦寺大霊園 55,723 

多摩聖地霊園 23,353 

その他 172,276 

合計 565,301 



Ｆ 貯蔵品 

  

Ｇ 霊園開発協力金 

  

(2）負債の部 

買掛金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

品目 金額（千円）

葬儀用消耗品 14,740 

広告宣伝物 4,974 

仏壇・仏具 6,587 

その他 4,199 

合計 30,501 

霊園名 所在地 金額（千円） 

戸塚霊園（仮称） 神奈川県横浜市戸塚区 1,515,032 

覚王山陵苑（仮称） 愛知県名古屋市千種区 778,922 

関内陵苑 神奈川県横浜市中区 178,514 

その他 ─── 10,986 

合計 2,483,455 

相手先 金額（千円）

霊園開発協会（取手メモリアルパーク） 3,800 

株式会社九州石材センター 3,111 

リンクス 2,900 

エアーズロック 2,730 

渡辺商店 2,236 

その他 29,643 

合計 44,422 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

 （注） 平成18年６月22日の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

  

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない
事由によって電子公告による公告ができない場合は、日経新聞に掲載し
て行う。 
（ＵＲＬ）http://www.nichiryoku.co.jp 

株主に対する特典 
墓石工事代金の10％を割引、会員組織「愛彩花倶楽部」会員価格での葬
儀施行及び堂内陵墓代金３万円引き。 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第40期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年6月23日関東財務局長に提出 

  

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度（第40期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年7月7日関東財務局長に提出 

  

(3)半期報告書 

 （第41期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月26日関東財務局長に提出 

  

(4)有価証券届出書及びその添付書類 

   第三者割当増資 平成18年5月30日関東財務局長に提出 

  

(5)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年3月1日 至 平成18年3月31日）  平成18年4月5日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年4月30日）  平成18年5月9日 関東財務局長に提出 

   報告期間（自 平成18年5月1日 至 平成18年5月31日）  平成18年6月6日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年7月1日 至 平成18年7月31日）  平成18年8月3日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年8月1日 至 平成18年8月31日）  平成18年9月6日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年9月1日 至 平成18年9月30日）  平成18年10月4日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年10月1日 至 平成18年10月31日）  平成18年11月2日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年11月1日 至 平成18年11月30日）  平成18年12月5日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年12月1日 至 平成18年12月31日）  平成19年1月5日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年1月1日 至 平成19年1月31日）  平成19年2月5日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年2月1日 至 平成19年2月28日）  平成19年3月5日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年3月1日 至 平成19年3月31日）  平成19年4月4日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年4月30日）  平成19年5月2日 関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年5月1日 至 平成19年5月31日）  平成19年6月5日 関東財務局長に提出 
 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２２日

株 式 会 社 ニ チ リ ョ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニチリョク

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッ

シュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ニチリョク

の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は第三者割当増資を実施した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 熊 坂 博 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 原 道 夫 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２２日

株 式 会 社 ニ チ リ ョ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニチリョク

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ニチリョク

の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 熊 坂 博 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 原 道 夫 
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